
（様式１-３） 

＜補助事業計画書（デジタル化事業）＞ 

 

１ 申請者の概要 

（フリガナ） 

名称（商号または屋号） 

ｶﾌﾞｼｷｶｲｼｬ〇〇 

株式会社〇〇 

法人番号（13 桁） 
（個人事業主は記載不要） 

９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９ ９     

現在事業を行っている事

業所の住所 

（〒○○○－○○○○） 

 神奈川県〇〇市○○町○-○ 

補助事業を実施する事業

所の住所 

（〒  －   ） 

同上 

自社ホームページの URL 

（無い場合は「なし」と記載） 
https://○○○○○○○○○○○○○○ 

主たる業種  業種 

【いずれか一つを選択してください】 
常時使用する従業員数 

 商業、 サービス業（宿泊・娯楽サー

ビス業を除く） 
５人以下 

 宿泊・娯楽サービス業 20 人以下 

 製造業、 建設業、 運輸業、 その

他 
20 人以下 

常時使用する 

従業員数 

        

３人 

＊常時使用する従業員がいなければ、「０人」と記入してください。 

＊従業員数が小規模事業者の定義を超える場合は申請できません。 

資本金額 
（個人事業主は記載不要） 

1,000 千円 設立年月（西暦） 1970 年  ３月 

連
絡
担
当
者 

（
代
表
者
も
し
く
は
従
業
員
に
限
る
） 

（フリガナ） 

氏名 

ｶﾅｶﾞﾜ ｼﾞﾛｳ 

神奈川 二郎 
役職 取締役 

住所 
（〒○○○－○○○○） 

 神奈川県〇〇市○○町○-○ 

電話番号 ○○○-○○○-○○○○ 

携帯電話番号 ○○○-○○○○-○○○○ 

FAX 番号 ○○○-○○○-○○○○ 

E-mail アドレ

ス 
○○○○○○＠○○○○○○○ 

パートナーシップ構築宣言
の実施   有 

宣言日 

令和８年４月 10 日    
  無 

有に☑をされた場合は宣言

文の写しをご提出ください。 

同一事業での他の補助金

の申請状況※ 
  有 補助金名：                    無 

※申請時点の状況を記入ください。 

個人事業主の場合は、

「氏名（屋号：○○）」

と記載ください。 

連絡担当者は代表

者や従業員など社

内の方としてくだ

さい。 

申請書類の内容等

について県から問

合せることがあり

ます。 
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○ 誓約事項 

次の要件を満たしていないと（チェック欄にチェックがないと）申請できません 

チェック欄 

 

  

小規模事業者デジタル化支援推進事業費補助金を申請するにあたり、申請日現在で以下の通り

「商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成５年法律第 51 号）」第

２条に規定する小規模事業者又は特定非営利活動促進法第２条第１項に定める特定非営利活動

法人に該当します。 

小規模事業者等に該当しないことが判明した場合は、補助金交付決定の取り消しの対象となる

こと、既に補助金が交付されている場合には補助金を神奈川県に返還すること及び神奈川県が

行う一切の措置について異議を申し立てません。 

  

同一事業で、国、都道府県、市町村等が助成（左記以外の機関が、国等から受けた補助金等によ

り実施する場合を含む）する他の補助制度（以下、これらを「他の補助制度」という。）の交付

決定を受けていません。これを確認するために、他の補助制度の執行機関、部署と申請書及び提

出書類の記載内容を共有することに同意します。 

なお、現在他の補助制度に申請中の場合、本補助金と他の補助制度で同一事業に対して交付決

定を受けた場合は本補助金の交付決定日から 30 日以内にどちらかを取り下げます。 

  

神奈川県から報告や証拠書類の提出を求められた場合はこれに応じるとともに、必要に応じて

神奈川県が行う実地及び書面等による調査に協力します。 

また、交付要件を満たしているか、対象外経費に該当しないか、公募要領に基づき適切に事業が

実施されたか等の確認のため、申請書及び提出書類の記載内容を県庁内で共有すること、また、

神奈川県警、国や他の関係自治体に対して提供することに同意します。 

  

本補助金に採択された場合、商号又は名称、事業実施場所の市区町村を神奈川県が公表するこ

とに同意します。また、デジタル化事業の事業計画内容について、神奈川県が公表する際には協

力します。（※特許取得や関係会社の機密情報など、公表できない事情がある場合を除く。） 

  
虚偽の申請、報告など本補助金の交付に関して不正行為を行いません。不正行為があると判明

した場合、神奈川県が申請者名とその内容を公表することに同意します。 

  

本公募要領・中小企業者等を対象とした補助金に係る財産処分等の取扱要領の内容を理解し、

同意した上で補助金を申請します。 

また、公募要領等に反したことにより、本補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消されて

も異議を申し立てません。 

  
本事業計画は、申請者の事業の業務効率化に資するものであり、結果として、営業利益率が向上

する事業計画であることに間違いありません。 

  
県に提出するすべての書類を県が必要に応じて訴訟事務に利用することに当該書類に関わる全

員が同意します。 
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２ 自社の企業概要と現状 

※本ページ以降、３ページを超える部分や欄外記載、別紙は審査対象としません。 

〇 企業概要※主要製品やサービス、主な顧客等について記載 

当社は○○年○月に開業した○○を主力とした○○であり、○○駅から徒歩○分で大通りに面

した立地であることから、○○○○に多く利用されている。 
 当店の特徴は、・・・・・・・・・・であり、・・・・・・・・・・・・・・が好評を得てお

り、・・・・・・・に販売もしている。 

〇 現状※自社の強み・弱みを記載 

 ○○駅から徒歩○分で大通りに面した立地であることから、駅利用者に目が届きやすいといっ

た点が強みとなっている。さらに、を販売することで、・・・・・・を実現している。 
一方、大手と比べて知名度は低く、・・・といった課題がある。また、・・・の制約があ

り、・・・という弱みとなっている。 

 

３ 補助事業の区分（該当するものに☑してください、複数選択可） 

 業種特有業務効率化事業、 経理業務効率化事業、 営業業務効率化事業、 

 労務管理効率化事業、 その他業務効率化事業 

 

４ 補助事業の内容 

〇 補助事業の目的・取組内容 ※経費ごとの必要性も記載 

・・・・・・・・・・・・・・の導入により、○○業務の効率化及び、・・・・入替えのサイクル

の短縮及び・・・・・・・を図る。 
○○○○○○システム：お客様に自身のスマホで注文してもらう 
○○○○：○○で集計したものを・・・・・で確認 
〇 現在のプロセス 

○○：○○が○○を・・・に回っている。 
○○○○○○：毎月売上の集計を行い、判断 
○○○○：店舗の壁に手書きの案内を掲示 

〇 デジタル化後のプロセス 

○○：○○が○○の・・・・で○○ 
○○○○○○：・・・・・・で売上の集計を行

い、・・・を行う。 

〇 補助事業の効果 ※人手不足への効果も記載 

・・・・・・・・・・の導入及び○○での・・・・・・により、○○の・・・・・・・削減が見込まれ、

売上高の増加が期待できる。 
その分・・・・・・・・・作業は増えるが、システムの導入により・・・・・・・・・・・・の○○削

減が見込まれ、○○○の増加が抑えられることに加え、○○○○を増やさなくても売上高の増加を実

現可能となる。 

〇 実施スケジュール 

※発注時期、納品時期、支払時期、稼働開始時期について記載 

留意事項※事業開始までに取得する必要がある免許や許可などがあれば記載 

なし 

予定時期 実施内容 

 ８年８月 交付決定通知書受領 

８年９月 ○○、○○○○、○○の発注 

 ８年 10 月 ○○、○○○○の納品及びセルフオーダーシステムの利用開始 

 ８年 11 月 ○○の公開 

 

記載内容は必ず補助事業計画書の枠内

に収め、ページ数を守って作成してく

ださい。 

自社の事業内容について、記載してください。 

自社の特徴や、同業他社と比べて優れているとこ

ろ、又は劣っているところについて記載してくだ

さい。 

補助事業の目的や、目標について記載し、導入す

るシステムや設備についてそれぞれどのような役

割を担うのか記載してください。 

各業務について、誰が

何を行っているのか、

簡潔に記載してくださ

い。 

現在のプロセスで記載し

た業務について、補助事

業実施後は、誰が、どの

ように行うのか、簡潔に

記載してください。 

補助事業により狙う効果や、具体的な効率化の内

容、削減できる経費等について記載してくださ

い。 

いつ事業に着手（契約等）するのか、いつシステム

等の利用を開始するのか、あるいは、導入するシス

テム等が納品される想定なのかを記載してくださ

い。 

また、期間を要する許認可等の取得が必要な場合は

取得の時期を必ず記載してください。 


